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公 布 さ れ た 条 例 の あ ら ま し 

 

○ 滋賀県個人情報の保護に関する法律施行条例（条例第４号） 

１ この条例は、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号。以下「法」という。）の施行に関し必要な事

項を定めるものとすることとしました。（第１条関係） 

２ この条例の主な用語の定義に関する規定を設けることとしました。（第２条関係） 

３ 条例個人情報ファイル簿の作成および公表（第３条関係） 

(1) 実施機関は、当該実施機関が保有している個人情報ファイル（法第75条第１項の規定により個人情報ファイル

簿を作成し、公表することとなるものを除く。）について、個人情報ファイルの名称等を記載した帳簿（以下「条

例個人情報ファイル簿」という。）を作成し、公表しなければならないこととしました。 
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(2) (1)を適用しない個人情報ファイルに関する規定を設けることとしました。 

(3) (1)にかかわらず、実施機関は、利用目的に係る事務または事業の性質上、当該事務または事業の適正な遂行に

著しい支障を及ぼすおそれがあると認めるときは、個人情報ファイルを条例個人情報ファイル簿に掲載しないこ

と等ができることとしました。 

(4) 実施機関は、条例個人情報ファイル簿に掲載した個人情報ファイルの保有をやめたときは、遅滞なく、当該個

人情報ファイルについての記載を消除しなければならないこととしました。 

４ 法第87条第１項に規定する写しの交付を受ける者は、当該写しの交付に要する費用を負担しなければならないこ

ととし、法第89条第２項の条例で定める額は、零円とすることとしました。（第４条関係） 

５ 行政機関等匿名加工情報の利用に係る手数料の額を定めることとしました。（第５条関係） 

６ 実施機関（県が設立した地方独立行政法人を除く。）は、この条例を改正し、または廃止しようとする場合等に

おいて、個人情報の適正な取扱いを確保するため専門的な知見に基づく意見を聴くことが特に必要であると認める

ときは、滋賀県公文書管理・情報公開・個人情報保護審議会に諮問することができることとしました。（第６条関

係） 

７ 知事は、毎年度、実施機関における法およびこの条例の施行の状況を取りまとめ、その概要を公表するものとす

ることとしました。（第７条関係） 

８ この条例の施行に関し必要な事項は、実施機関が定めることとしました。（第８条関係） 

９ この条例は、令和５年４月１日から施行することとしました。 

○ 滋賀県退職手当基金条例（条例第５号） 

１ 職員の退職手当の支給に必要な経費の財源の確保および退職手当に係る財政負担の平準化を図り、県財政の健全

な運営に資するため、滋賀県退職手当基金（以下「基金」という。）を設置することとしました。（第１条関係） 

２ 基金として積み立てる額は、その積立てをする年度の一般会計歳入歳出予算（以下「予算」という。）で定める

額とすることとしました。（第２条関係） 

３ 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により保管しなければならないこととし、

基金に属する現金は、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に代えることができることとしました。（第３条

関係） 

４ 基金の運用から生ずる収益は、予算に計上して、基金に繰り入れることとしました。（第４条関係） 

５ 知事は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間および利率を定めて、基金に属する現金

を歳計現金に繰り替えて運用することができることとしました。（第５条関係） 

６ 知事は、基金の設置の目的を達成するために必要な経費の財源に充てるために、予算の定めるところにより、基

金を処分することができることとしました。（第６条関係） 

７ この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、規則で定めることとしました。（第７条関係） 

８ この条例は、令和５年４月１日から施行することとしました。 

○ 個人情報の保護に関する法律の一部改正に伴う関係条例の整備に関する条例（条例第６号） 

１ 滋賀県個人情報保護条例（平成７年滋賀県条例第８号）の廃止 

(1) 滋賀県個人情報保護条例を廃止することとしました。（第１条関係） 

(2) 滋賀県個人情報保護条例の廃止に伴う経過措置を設けることとしました。（付則関係） 

２ 滋賀県公文書管理・情報公開・個人情報保護審議会設置条例（平成31年滋賀県条例第５号）の一部改正 

(1) 滋賀県公文書管理・情報公開・個人情報保護審議会は、行政不服審査法（平成26年法律第68号）第81条第１項

に規定する同法の規定によりその権限に属させられた事項（個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号。

以下「法」という。）第105条第３項において読み替えて準用する同条第１項に規定する審査請求に係るものに限

る。）を処理するための機関とすることとしました。（第４条による改正後の第２条関係） 

(2) 滋賀県公文書管理・情報公開・個人情報保護審議会設置条例の一部改正に伴う経過措置を設けることとしまし

た。（付則関係） 

(3) その他必要な規定の整備を行うこととしました。 

３ 次に掲げる条例について、必要な規定の整備を行うこととしました。（第２条、第３条および第５条から第７条

まで関係） 

(1) 滋賀県公文書等の管理に関する条例（平成31年滋賀県条例第４号） 

(2) 滋賀県情報公開条例（平成12年滋賀県条例第113号） 

(3) 滋賀県使用料および手数料条例（昭和24年滋賀県条例第18号） 

(4) 滋賀県警察関係事務手数料条例（平成12年滋賀県条例第32号） 
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(5) 滋賀県行政不服審査会条例（平成28年滋賀県条例第19号） 

４ この条例は、令和５年４月１日から施行することとしました。 

○ こども家庭庁設置法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例（条例

第７号） 

１ 次に掲げる条例について､こども家庭庁設置法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律（令和４年法律第76号）

による児童福祉法（昭和22年法律第164号）、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成

17年法律第123号）および子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）の一部改正に伴い、必要な規定の整理を行

うこととしました。（第１条から第４条まで関係） 

(1) 滋賀県附属機関設置条例（平成25年滋賀県条例第53号） 

(2) 滋賀県児童福祉施設の設置および管理に関する条例（昭和39年滋賀県条例第37号） 

(3) 滋賀県立むれやま荘の設置および管理に関する条例（昭和59年滋賀県条例第９号） 

(4) 滋賀県病院事業の設置等に関する条例（昭和51年滋賀県条例第18号） 

２ この条例は、令和５年４月１日から施行することとしました。 

○ 滋賀県附属機関設置条例の一部を改正する条例（条例第８号） 

１ 滋賀県総合企画部建設工事等総合評価審査委員会を新たに設置することとし、当該附属機関の担任する事務なら

びに委員の数、構成および任期について定めることとしました。（別表関係） 

２ この条例は、令和５年４月１日から施行することとしました。 

３ その他必要な規定の整理を行うこととしました。 

○ 滋賀県職員定数条例の一部を改正する条例（条例第９号） 

１ 知事の事務部局の職員、教育委員会の事務部局の職員、人事委員会の事務部局の職員、病院事業の事務部局の職

員および教育機関の職員の定数を増減員することとしました。（第２条関係） 

２ この条例は、令和５年４月１日から施行することとしました。 

○ 滋賀県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例の一部を改正する条例（条例第10号） 

１ 建築基準法（昭和25年法律第201号）に基づく建築物の容積率に関する特例の認定等に係る申請の受付に係る事務

を市町に移譲することとしました。（別表関係） 

２ 宅地造成等規制法（昭和36年法律第191号）の一部改正に伴い、必要な規定の整理を行うこととしました。（別表

関係） 

３ 農地中間管理事業の推進に関する法律（平成25年法律第101号）に基づく農用地利用集積等促進計画の認可ならび

に当該認可をした旨の通知および公告に係る事務を草津市および甲賀市に移譲することとしました。（別表関係） 

４ その他 

(1) この条例は、令和５年４月１日から施行することとしました。ただし、２は同年５月26日から施行することと

しました。 

(2) その他必要な規定の整理を行うこととしました。 

○ 滋賀県職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例（条例第11号） 

１ 感染症防疫等作業手当について、家畜伝染病（人事委員会規則で定めるものに限る。）のまん延を防止するため

に行う家畜のと殺、家畜の死体の焼却もしくは埋却または畜舎等の消毒の作業に係る手当の額を従事した日１日に

つき380円（人事委員会規則で定める著しく危険な作業に従事した場合は、760円）に引き上げることとしました。

（第18条関係） 

２ その他 

(1) この条例は、公布の日から施行することとしました。ただし、(3)については、令和５年４月１日から施行する

こととしました。 

(2) １については、令和５年１月19日から適用することとしました。 

(3) その他必要な規定の整理を行うこととしました。 

○ 滋賀県国民健康保険広域化等支援基金条例を廃止する条例（条例第12号） 

１ 滋賀県国民健康保険広域化等支援基金条例（平成15年滋賀県条例第２号）を廃止することとしました。 

２ この条例は、令和５年４月１日から施行することとしました。 

○ 滋賀県使用料および手数料条例の一部を改正する条例（条例第13号） 

１ 宅地造成等規制法（昭和36年法律第191号）の一部改正に伴い、必要な規定の整理を行うこととしました。（第２

条および別表第54関係） 

２ 建築基準法に基づく事務手数料について、建築物の容積率に関する特例の認定の申請に対する審査の手数料ほか
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２件の手数料を新たに設定することとしました。（別表第43関係） 

３ 家畜伝染病予防法に基づく事務手数料のうち、豚熱予防注射に係る豚熱予防液の管理の手数料について、豚熱予

防注射を行う者に知事の登録を受けた飼養衛生管理者を加えることとしました。（別表第45関係） 

４ その他 

(1) この条例は、次のアからウまでに掲げる区分に応じ、当該アからウまでに定める日から施行することとしまし

た。 

ア ３の規定 公布の日 

イ ２および(2)の規定 令和５年４月１日 

ウ １の規定 令和５年５月26日 

(2) その他必要な規定の整理を行うこととしました。 

○ 滋賀県警察関係事務手数料条例の一部を改正する条例（条例第14号） 

１ 道路交通法（昭和35年法律第105号）に基づく警察関係事務手数料について、特定自動運行の許可の申請および特

定自動運行計画の変更の許可の申請に対する審査の手数料を新たに設けることとしました。（別表第７関係） 

２ この条例は、令和５年４月１日から施行することとしました。 

○ 滋賀県住民基本台帳法施行条例の一部を改正する条例（条例第15号） 

１ 住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）第30条の15第１項第２号の規定に基づき、知事保存本人確認情報を利用

する事務として条例で定めるものとして、「滋賀県心身障害者扶養共済制度条例（昭和45年滋賀県条例第18号）に

よる同条例第５条第１項の承認、同条例第16条第１項の脱退一時金の支給、同条例第20条第３項第２号もしくは第

４項の届出または同条第５項の調査に関する事務であって規則で定めるもの」を追加することとしました。（別表

第１関係） 

２ この条例は、令和５年４月１日から施行することとしました。 

○ 滋賀県児童福祉法に基づく指定通所支援の事業の従業者ならびに設備および運営に関する基準等を定める条例の

一部を改正する条例（条例第16号） 

１ 指定児童発達支援事業者は、保育所等に入所し、または幼保連携型認定こども園に入園している児童と指定児童

発達支援事業所に入所している障害児を交流させるときは、障害児の支援に支障がない場合に限り、障害児の支援

に直接従事する従業者については、当該児童への保育に併せて当該障害児の支援に従事することができることとし

ました。（別表第１および別表第２関係） 

２ 指定児童発達支援事業所の管理者による懲戒に係る規定を削除することとしました。（別表第１関係） 

３ 指定児童発達支援事業者は、利用者の安全の確保を図るため、指定児童発達支援事業所ごとに、当該指定児童発

達支援事業所の設備の点検、従業者、利用者等に対する日常生活における安全に関する指導、従業者の研修および

訓練その他指定児童発達支援事業所における安全に関する事項についての計画を策定し、当該計画に従い必要な措

置を講ずることとしました。（別表第１関係） 

４ 指定児童発達支援事業者は、利用者の移動のために自動車を運行するときは、利用者の乗車および降車の際に、

点呼その他の利用者の所在を確実に把握することができる方法により、利用者の所在を確認することとしました。

また、利用者の送迎を目的とする自動車（一部の自動車を除く。）を日常的に運行するときは、当該自動車にブザ

ーその他の車内の利用者の見落としを防止する装置を備え、利用者の降車の際に当該装置を用いて利用者の所在の

確認を行うこととしました。（別表第１関係） 

５ その他 

(1) この条例は、令和５年４月１日から施行することとしました。ただし、２および(3)の一部は、公布の日から施

行することとしました。 

(2) この条例の施行に関し必要な経過措置を定めることとしました。 

(3) その他必要な規定の整備を行うこととしました。 

○ 滋賀県児童福祉法に基づく指定障害児入所施設等の従業者ならびに設備および運営に関する基準等を定める条例

の一部を改正する条例（条例第17号） 

１ 指定福祉型障害児入所施設の管理者による懲戒に係る規定を削除することとしました。（別表第１関係） 

２ 指定福祉型障害児入所施設の設置者は、利用者の安全の確保を図るため、当該指定福祉型障害児入所施設の設備

の点検、従業者、利用者等に対する日常生活における安全に関する指導、従業者の研修および訓練その他指定福祉

型障害児入所施設における安全に関する事項についての計画を策定し、当該計画に従い必要な措置を講ずることと

しました。（別表第１関係） 

３ 指定福祉型障害児入所施設の管理者は、利用者の移動のために自動車を運行するときは、利用者の乗車および降
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車の際に、点呼その他の利用者の所在を確実に把握することができる方法により、利用者の所在を確認することと

しました。（別表第１関係） 

４ その他 

(1) この条例は、令和５年４月１日から施行することとしました。ただし、１は、公布の日から施行することとし

ました。 

(2) この条例の施行に関し必要な経過措置を定めることとしました。 

(3) その他必要な規定の整備を行うこととしました。 

○ 滋賀県児童福祉法に基づく児童福祉施設の設備および運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例（条

例第18号） 

１ 当分の間、保健師、看護師または准看護師を、１人に限り、保育士とみなすことができるとする保育所における

保育士の数の算定に係る規定について、入所させる乳児の数が４人以上とする基準を緩和することとしました。（付

則関係） 

２ 保育所に他の社会福祉施設を併設するときの設備および職員の専従に係る基準を緩和することとしました。（別

表第１関係） 

３ 施設長による懲戒に係る規定を削除することとしました。（別表第１関係） 

４ 設置者は、職員に対し、感染症および食中毒の予防およびまん延の防止に関する研修ならびに感染症の予防およ

びまん延の防止に関する訓練を行うよう努めることとしました。（別表第１関係） 

５ 設置者（障害児入所施設等の設置者を除く。）は、感染症または非常災害の発生時において、入所者に対する支

援の提供を継続的に実施し、および非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」とい

う。）を策定し、当該業務継続計画に従い他の社会福祉施設との連携その他必要な措置を講ずるよう努めることと

しました。（別表第１関係） 

６ 設置者（助産施設および児童家庭支援センターの設置者を除く。）は、入所者の安全の確保を図るため、当該児

童福祉施設の設備の点検、職員、入所者等に対する日常生活における安全に関する指導、職員の研修および訓練そ

の他児童福祉施設における安全に関する事項についての計画を策定し、当該計画に従い必要な措置を講ずることと

しました。（別表第１関係） 

７ 設置者は、入所者の移動のために自動車を運行するときは、入所者の乗車および降車の際に、点呼その他の入所

者の所在を確実に把握することができる方法により、入所者の所在を確認することとしました。また、施設長（保

育所および児童発達支援センターの施設長に限る。）は、入所者の送迎を目的とする自動車（一部の自動車を除く。）

を日常的に運行するときは、当該自動車にブザーその他の車内の入所者の見落としを防止する装置を備え、入所者

の降車の際に当該装置を用いて入所者の所在の確認を行うこととしました。（別表第１関係） 

８ 保育所もしくは家庭的保育事業所等に入所し、または幼保連携型認定こども園に入園している児童と福祉型児童

発達支援センターに入所している障害児を交流させるときは、障害児の支援に支障がない場合に限り、障害児の支

援に直接従事する職員については、当該児童への保育に併せて当該障害児の支援に従事することができることとし

ました。（別表第10関係） 

９ その他 

(1) この条例は、令和５年４月１日から施行することとしました。ただし、３は、公布の日から施行することとし

ました。 

(2) この条例の施行に関し必要な経過措置を定めることとしました。 

(3) その他必要な規定の整備を行うこととしました。 

○ 滋賀県認定こども園の認定に関する条例の一部を改正する条例（条例第19号） 

１ 当分の間、認定こども園の職員の資格について、保健師、看護師または准看護師（以下「看護師等」という。）

を１人に限って、保育士の資格を有する者に代えることができることとしました。この場合において、満１歳未満

の子どもの数が４人未満である認定こども園については、子育てに関する知識および経験を有する看護師等を保育

士の資格を有する者に代わる看護師等として配置し、かつ、当該看護師等が保育を行うに当たって当該認定こども

園の保育士の資格を有する者による支援を受けることができる体制を確保しなければならないこととしました。（付

則関係） 

２ 認定こども園の管理運営等について、子どもの移動のために自動車を運行するときは、子どもの乗車および降車

の際に、点呼その他の子どもの所在を確実に把握することができる方法により、子どもの所在を確認することとし

ました。また、通園を目的とする自動車（一部の自動車を除く。）を運行するときは、当該自動車にブザーその他

の車内の子どもの見落としを防止する装置を備え、子どもの降車の際に当該装置を用いて子どもの所在の確認を行
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うこととしました。（別表第１関係） 

３ その他 

(1) この条例は、令和５年４月１日から施行することとしました。 

(2) この条例の施行に関し必要な経過措置を定めることとしました。 

(3) その他必要な規定の整備を行うこととしました。 

○ 滋賀県就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律に基づく幼保連携型認定こども

園の設備および運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例（条例第20号） 

１ 幼保連携型認定こども園の園児の教育および保育に直接従事する職員については、当分の間、１人に限って、当

該幼保連携型認定こども園に勤務する看護師等をもって副園長等に代えることができることとしました。この場合

において、満１歳未満の園児の数が４人未満である幼保連携型認定こども園については、子育てに関する知識およ

び経験を有する看護師等を副園長等に代わる看護師等として配置し、かつ、当該看護師等が保育を行うに当たって

直接従事職員による支援を受けることができる体制を確保しなければならないこととしました。（付則関係） 

２ 幼保連携型認定こども園に他の社会福祉施設を併設するときの設備および職員の専従に係る基準を緩和すること

としました。（別表関係） 

３ 園長による懲戒に係る規定を削除することとしました。（別表関係） 

４ 設置者は、感染症または非常災害の発生時において、園児の教育および保育の提供を継続的に実施し、および非

常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に

従い他の社会福祉施設との連携その他必要な措置を講ずるよう努めることとしました。（別表関係） 

５ その他 

(1) この条例は、令和５年４月１日から施行することとしました。ただし、３は、公布の日から施行することとし

ました。 

(2) その他必要な規定の整備を行うこととしました。 

○ 滋賀県看護職員修学資金貸与条例の一部を改正する条例（条例第21号） 

１ 修学資金の種類および対象（第３条関係） 

 (1) 修学資金の貸与の対象から過去に修学資金等の貸与等を受けた者を除くこととしました。 

(2) 保健師修学資金、助産師修学資金および看護師修学資金を統合して看護師等修学資金とするとともに、認定看 

護師修学資金を廃止することとしました。 

２ 貸与の額等（第４条関係） 

 (1) 修学資金の貸与は、正規の修業年限を超えない期間に限ることとしました。 

(2) 大学院修学資金の貸与の額を看護師等修学資金と同額にすることとしました。 

３ 修学資金の貸与契約を解除する要件に、修学生としてふさわしくない非行のあったとき等を追加することとしま

した。（第５条関係） 

４ 修学資金は、養成施設を卒業し、または修士課程を修了した日の属する月の翌月から起算して、貸与を受けた期

間に相当する期間内に月賦もしくは半年賦の均等払いまたは一括払いにより返還することとしました。（第７条関

係） 

５ 修学資金の返還の債務の履行を猶予することができる要件に、特定施設を退職した後、知事に求職の届出をして

他の特定施設に就職しようとするとき等を追加することとしました。（第８条関係） 

６ 修学資金の返還の債務を免除する要件について、養成施設卒業に係る看護職員の免許を取得すべき期間を養成施 

設を卒業した日から１年６月を経過する日までに延長する等の改正を行うこととしました。（第９条関係） 

７ その他 

(1) この条例は、令和６年４月１日から施行することとしました。 

(2) この条例の施行に関し必要な経過措置を定めることとしました。 

(3) その他必要な規定の整備を行うこととしました。 

○ 滋賀県ふぐの取扱いの規制に関する条例の一部を改正する条例（条例第22号） 

１ ふぐ調理師をふぐ処理者に改めるなどこの条例の用語の整理を行うこととしました。（第２条関係） 

２ ふぐ処理者の免許を受けることができる者を、ふぐ処理者試験に合格した者ならびに他の都道府県知事等が行う

ふぐの処理に関する試験に合格し、当該他の都道府県知事等のふぐの処理に関する免許等を受けている者であって、

ふぐ処理者試験に合格した者と同等以上の知識および技能を有すると知事が認めるものとすることとしました。（第

３条関係） 

３ ふぐ処理者試験の受験資格について、調理師の免許を要しないこととしました。（第６条関係） 
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４ 営業者（飲食店営業者に限る。）は、その経営するふぐ処理施設ごとに、調理師の免許を受けている者を置くよ

うに努めなければならないこととしました。（第17条関係） 

５ その他 

(1) この条例は、令和５年６月１日から施行することとしました。 

(2) この条例の施行に関し必要な経過措置を定めることとしました。 

(3) 関係条例について必要な改正を行うこととしました。 

(4) その他必要な規定の整備を行うこととしました。 

○ 滋賀県環境こだわり農業推進条例の一部を改正する条例（条例第23号） 

１ 環境こだわり農業の定義について、新たにオーガニック農業が含まれることとするとともに、環境との調和に配

慮した措置の例として地球温暖化の防止および生物多様性の保全に資する取組を示すこととしました。（第２条関

係） 

２ 環境こだわり農産物の認証を、農産物が知事の認定を受けるなどした生産計画に従い生産されたものである旨の

認証から、農産物が一定の基準に適合する旨の認証に改めるとともに、生産計画の認定制度を廃止することとしま

した。（第13条関係） 

３ 小分け業者が小分け後の環境こだわり農産物等に環境こだわり農産物であることを示す表示を付す場合に知事の

承認を要しないこととしました。（第15条関係） 

４ その他 

(1) この条例は、令和５年４月１日から施行することとしました。 

(2) この条例の施行に関し必要な経過措置を設けることとしました。 

(3) その他必要な規定の整備を行うこととしました。 

○ 滋賀県道路占用料徴収条例の一部を改正する条例（条例第24号） 

１ 道路占用料の額を改めることとしました。（別表関係） 

２ この条例は、令和５年４月１日から施行することとしました。 

３ この条例の施行に関し必要な経過措置を定めることとしました。 

○ 滋賀県市町立学校の県費負担教職員の定数に関する条例の一部を改正する条例（条例第25号） 

１ 市町立学校の県費負担教職員の定数を次表のとおり改定することとしました。（第２条関係） 

区  分 令和４年度 令和５年度 増減 

小学校（義務教 

育学校の前期課 

程を含む。） 

校長および教員 4,910人 4,976人 66人 
養護教員 234人 234人 ０人 
栄養教諭および学校栄養職員 53人 53人 ０人 
事務職員 263人 267人 ４人 
計 5,460人 5,530人 70人 

中学校（義務教 

育学校の後期課 

程を含む。） 

校長および教員 2,771人 2,814人 43人 
養護教員 107人 107人 ０人 
栄養教諭および学校栄養職員 20人 20人 ０人 
事務職員 123人 124人 １人 
計 3,021人 3,065人 44人 

計 

校長および教員 7,681人 7,790人 109人 

養護教員 341人 341人 ０人 
栄養教諭および学校栄養職員 73人 73人 ０人 
事務職員 386人 391人 ５人 
合計 8,481人 8,595人 114人 

２ この条例は、令和５年４月１日から施行することとしました。 

○ 滋賀県地方警察職員の定員に関する条例の一部を改正する条例（条例第26号） 

１ 本県の地方警察職員たる警察官の定員を増員することとしました。（第１条関係） 

２ 当分の間、警察官の定員は、本則に定める警察官の定員に知事が必要と認める員数を加えた員数とすることとし

ました。（付則関係） 

３ この条例は、令和５年４月１日から施行することとしました。 

○ 滋賀県防災会議条例の一部を改正する条例（条例第27号） 
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１ 滋賀県防災会議の委員の定数を次のとおり改めることとしました。（第２条関係） 

 (1) 知事の部内の職員のうちから指名される委員 14人以内（現行14人） 

 (2) 市町長および消防機関の長のうちから任命される委員 ４人以内（現行４人） 

(3) 指定公共機関または指定地方公共機関の役員または職員のうちから任命される委員 22人以内（現行20人） 

(4) 自主防災組織を構成する者または学識経験のある者のうちから任命される委員 17人以内（現行４人） 

２ この条例は、公布の日から施行することとしました。 

３ この条例の施行に関し必要な経過措置を定めることとしました。 
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26 令和 5年（2023 年）3 月 22 日 滋  賀  県  公  報 号外(2) 

 

 



令和 5年（2023 年）3 月 22 日 滋  賀  県  公  報 号外(2) 27 

 

 



28 令和 5年（2023 年）3 月 22 日 滋  賀  県  公  報 号外(2) 

 

 



令和 5年（2023 年）3 月 22 日 滋  賀  県  公  報 号外(2) 29 

 

 



30 令和 5年（2023 年）3 月 22 日 滋  賀  県  公  報 号外(2) 

 

 



令和 5年（2023 年）3 月 22 日 滋  賀  県  公  報 号外(2) 31 

 

 



32 令和 5年（2023 年）3 月 22 日 滋  賀  県  公  報 号外(2) 

 

 



令和 5年（2023 年）3 月 22 日 滋  賀  県  公  報 号外(2) 33 

 

 



34 令和 5年（2023 年）3 月 22 日 滋  賀  県  公  報 号外(2) 

 

 



令和 5年（2023 年）3 月 22 日 滋  賀  県  公  報 号外(2) 35 

 

 



36 令和 5年（2023 年）3 月 22 日 滋  賀  県  公  報 号外(2) 

 

 



令和 5年（2023 年）3 月 22 日 滋  賀  県  公  報 号外(2) 37 

 

 



38 令和 5年（2023 年）3 月 22 日 滋  賀  県  公  報 号外(2) 

 

 



令和 5年（2023 年）3 月 22 日 滋  賀  県  公  報 号外(2) 39 

 

 



40 令和 5年（2023 年）3 月 22 日 滋  賀  県  公  報 号外(2) 

 

 



令和 5年（2023 年）3 月 22 日 滋  賀  県  公  報 号外(2) 41 

 

 



42 令和 5年（2023 年）3 月 22 日 滋  賀  県  公  報 号外(2) 
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